第４号様式
文　　　書　　　番　　　号　

　令和　　年　　月　　日　
東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
申　請　者

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　

令和　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（児童福祉施設等耐震診断経費）補助金変更等承認申請書
　　年　　月　　日付　　　第　　　号により交付決定のあった標記事業について、下記のとおり変更（中止又は廃止）したいので、社会福祉施設等耐震化促進事業（児童福祉施設等耐震診断経費）補助金交付要綱第１３条（３）の規定に基づき、承認を申請します。
記

１　変更後の補助金の額　　別紙１
２　変更事業計画内訳書　　別紙２
３　施設別事業調書　　　　別紙３
４　変更申請額算出内訳　　別紙４
５　変更の内容及び理由

別紙１（第４号様式）

変更後の補助金の額

（単位：円）

	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	


　

　注）別紙２「変更事業計画内訳書」の「都補助変更申請額」に記載の合計額を記入すること。
別紙２（第４号様式）

令和　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（児童福祉施設等耐震診断経費）補助金変更事業計画内訳書
１　施設別内訳

（単位：円）

	施設名
	都補助基本額
	都補助変更申請額

	
	変更前
	変更後
	増△減
	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


注１）「都補助基本額」欄には、別紙３「施設別事業調書」に記載の「都補助基本額」の合計額欄の額を記入すること。
注２）「都補助変更申請額」欄には、別紙３「施設別事業調書」に記載の「都補助変更申請額」の合計額欄の額を記入すること。

（添付書類）

⑴　施設概要（施設種別、所在地、定員、規模、事業内容等）

⑵　歳入歳出予算書抄本（参考例①）
⑶　借入金償還計画書（参考例②）
⑷　設計図書
　・　建物の配置図、平面図、立面図等で、用途及び面積を明示したものに、マーカー等を用いるなどして補助対象となる建物を明示すること。

⑸　耐震診断経費に係る契約書の写し

⑹　昭和５６年以前（新耐震設計基準施行前）に建てられた建物であることが確認できる書類（建築確認関係書類や、登記簿等）の写し
